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1. はじめに

昨年 5月の国民議会選挙で多数派を占めたフランス社会党は，現在110万人余り (1985-1986年

度）の高等教育人口を2010年までに200万人に到達させようとしている 2) （当初は今世紀末を目標

としていたり。フランスでは， 1993年まで，学生が急増する見通しであり，この 5年間 (1981-

1986年）でも高等教育人口全体では18％の伸びを見せている 4)。 このように，高等教育人口が近

年着実な伸びを見せていることを考えるならば，この目標は到達可能なものとも思われる。

但し，この数字に到達する為には，今尚，高等教育人口の72.9%,905,873人（但し， I. u. 
T. を除く）の学生が登録している大学が如何に発展するかが重要な問題である。学生数の伸び

についても他の高等教育機関と比較した場合鈍いものであり，高等教育機関の中では最低の 11.9

％の伸びとなっている。また，最近のバカロレア取得者の 2/5が選抜を行う部分，つまり大学以

外の機関に登録5)しているという報告もある。 これは，これらの機関においては，①.就職が比

較的良好であること。②． とりわけ短期技術教育における選抜は大学に比較して厳しくなく，資

格が取りやすいこと。③．そもそも大学の「開かれた」システムは安全弁として保留しておけば

良いと考えていること，等の理由が考えられている 6)。 こうした事態を受け， 1988年度政府予算

についての財政法案の報告の中でも，当該予算について「学生の量的拡大のみに対応したもので

はない」とし， 「フランスは現代世界の挑戦に応えるために，その質に於て，未来のエリートに

投資しなければならない」としているのである冗 問題は，このような大学改革を必要とするよ

うな状況に対して大学が如何に対応するかという時において，その為の法制度的前提が存在して

いるのか，ということである。つまり， 「変化の思想」 (F.MAYEUR)8l が大学に要求されて

いる現状において，その変化を受け入れられる法制度的枠組がフランスの大学に存在しているか，

という問題である。

周知のように，フランスでは， 1968年改革（フォール改革）において， 「自治・参加・複数学

問分野」をスローガンに中央集権的な「ナボレオン的大学」を改革し，その設置形態につき後述

するように明文で， 「学術的・文化的性格を持つ公施設法人」と規定した。但し，その改革自身

の中身にもいくつかの不十分点を残すものになっているし，改革の実施にあたっての不十分点も

残っており， 「学術的・文化的性格を持つ公施設法人」との法的設置形態についての法制度的保

障についてもこの指摘が妥当する。特に，財政的保障の不備は大きく，個々の大学の裁量範囲の
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狭さを招来している。これは，公教育無償の原則を背景として，甚本的に大学は国家の経費によ

り運営されている機関であることに由来する問題である。こうした問題は， 1981年 5月に誕生し

たミッテラン政権において「この基本法をさらに充実させる」という観点から成立した，大学に

ついての現行法である1984年 1月26日付法 (1984年高等教育法，いわゆるサバリ法）の審議過程

においても問題とされたし，サバリ法の代替法案として1986年 7月に閣議決定された新高等教育

法案（いわゆるドゥバケ法案）の審議過程でも問題にされている。つまり，特徴ある「公施設法

人」という設置形態に対する法制度的保障はどうあるべきか， ということであり，国から大学へ

の補助金の在り方等を中心として，議論がなされた。

以上の認識からする本稿の課題は，フランスにおける公役務執行形態を手掛りとしつつ，大学

の管理・運営機関の在り方や大学財政の在り方などの，国家と大学との関係を決めていく最も基

本的な要素に関わる大学の設置形態を検討し，あわせてその法制度的保障の在り方を明らかにす

ることである。かかる作業はフランスの大学の最的，かつ質的発展の前提を整理し，その発展可

能性の方途を探るものである凡

2. フランスの大学の法的設置形態

フランスにおける公役務 (servicepublic) とは， 「公的権限により設定されたある特定の集

団の利益ではない，一般的な利益に奉仕することを目的とする役務」10) であり＂），その執行形態

は以下の 3つがある 12)。第1に，匝営事業 (regie)の形をとるもの。この形態においては公役務

は行政機関によって匝接に執行され，執行部局には法人格は与えられない。例えば， コミューン

(commune)立小中学校がそれにあたる。第 2に分権 (decentralisation)の形をとるもの。この

形態では，地理的もしくは目的的に限定された公役務が公法人格を備えた機関により執行される。

この形態はさらに地理的限定による分権である地方団体， 目的的限定による分権である公施設法

人 (etablissementpublic)，地理的限定を持つ公施設法人である州，の 3とおりに分類できる 13)0 

中等教育機関であるリセは公施設法人である。第3は，特許 (concession) による私人の公法行

為によるもの。この形態では公役務の執行が公益的施設 (etablissementd'utilite public) とい

われる私人に委託される。例えば，私立学校はこれにあたるが， ドプレ法第 2条にいう「国とい

かなる契約も結ばない学校」がこれにあたるかどうかについては検討を要する＂ぢ

大学の法的地位といった場合，こうした公役務の執行形態において，国家の制定する法律が持

つ法規範の中で，大学がどのような機関として規定されているかによって明らかになるものであ

る。

コノワ（Connois,Rene)によれば大学は， 以上の公役務執行形態のうち，次に掲げる法令に

よって公施設法人の形態をとってきたとされる”厄分科大学， もしくは学部ともいうべきファキ

ュルテ (facultes) については16)， まず共和暦10年花月11日付法 (1802年 5月 1日付法，いわゆ

る公教育一般法）をあげている。この法ではファキュルテの前身であった法学及び医学の専門学

校に対して，受権・保有・獲得能力 (capacitede recevoir, de posseder et d'acquerir) が付

与されている。但し，ファキュルテについては， 1808年3月17日付ユニヴェルシテ（アンペリア

ル）組織令においても「独自な法人格」 (personalitepropre)が認められており 17)， さらには

「1850年 8月7日付法は，ファキュルテの法人格を尊重していた」との記述もみられるが18)，こ
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れらのファキュルテの一連の形式的な法人格の保有については「僅かしか認識されていなかっ

た」19) とされており，ファキュルテの法人格の認定は尚不明確なものにとどまっていたとするの

が妥当と考える。コノワはさらに19世紀末改革時の1885年 7月25日付デクレ， 1897年 7月22日付

デクレを根拠規定としてあげているが，法文上明確なファキュルテヘの法人格，財政自主権の付

与が為されていることもあり妥当な根拠である。大学 (universi te) については， ファキュルテ

の連合体に対し財政自主権，法人格を付与した1893年 4月28日付財政法， 1896年 7月10日付法，

1897年 7月22日付法，そして「大学は，その大学区にある公教育省の所管の全ての高等教育につ

いての公施設法人からなる」20) と規定した， 1920年 7月31日付デクレを根拠規定としてあげてい

る。また，ベノワ（Benoit,Jeanneau) によれば21), 「新たに全体として法人格を明確にする必

要がある」22) としてファキュルテに法人格を明文で付与した1885年12月28日付デクレ，及びファ

キュルテの連合体に対し「大学」の名称が付与された1896年 7月10日付法を根拠規定として公施

設法人であるとしている。こうした法令は，ファキュルテや大学に法人格及び財政自主権 (au-

tonomie financiere) を付与するものであった。ジャック・カバリエ (JacquesCavalier) はこ

のことにつき，法人格と財政自主権は「概して組織の生命を本質的に特徴づけるもの」であり，

「国家はいわば自らが持っていた生命の一部」を切り離して大学などに与えたのだとしている23)0 

以上細かい根拠規定については若干異なるところがあるが，大学は，ジュール・フェリー (Jules

Ferry)やルイ・リアール (LouisLiard)が中心になって行った19世紀末の一連の大学改革で公

施設法人としての法的設骰形態を確認され， 1920年 7月31日付デクレで法令上全体として再確認

されたと考えるのが妥当であろう 24)。現在では， 1984年 1月26日付高等教育法第12条により，「学

術的・文化的・専門的性格を持つ公施設法人」 (etablissement public caractere scientifique, 

culture! et professionnel) と明文で規定されている。

ところで，こうした考えに対して， 1968年改革を重視する観点から，少なくとも大学について

の法的設置形態は1968年改革の時点で「公施設法人」として明定された，とする論者も存在す

る25)。実定法上の法規定を整理，分析するならば，結論は前述の通りであり，この考えに与する

ことはできないが，確かに1968年改革の内容は「フラソスの大学は， 1968年まで大学を特徴付け

ていたナポレオン時代の組織より，中世の大学により近い後継者である」26) とまで指摘する論者

の存するものであり，法的設置形態を分析する観点からも容易に看過し得ない。こうした観点か

らみるならば，確かに「学術的・文化的性格を持つ」と規定されたのは1968年からであり，こう

した性格を持つということの意味を詳細に検討する必要が認められる。つまり， 1968年改革では

大学の設置形態について大枠において変化はなく， 19世紀末の一連の大学改革以来，今日に至る

まで，フランスの大学は公施設法人であった。が， 1968年改革の大幅な改革をはじめとして，そ

うした設置形態を法制度的に保障していく枠組に関して工夫が加えられてきたといえるのではな

いか。その鍵が1968年改革で規定された「学術的・文化的性格を持つ」ということであり，現行

法の「学術的・文化的・専門的性格を持つ」ではないのか，ということである。実際現在におい

ては，大学は公施設法人の中において独自のカテゴリーを形成しているとされている27)。よって

次節以下においては，まず大枠としての公施設法人についての一般的考え方を整理し，次に特徴

ある公施設法人としての大学を法制度的に分析する。
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3. 公施設法人についての一般的考え方

フランスにおいては，大革命時において，国民が集合して形成する公的な団体は，それが国家

と個人との間を媒介し国民の統合を妨げるものとされ廃止されていた。中世に起源をもつ古典大

学もその対象となり廃止されている（つまり，この時において古典大学は「団体」として認定さ

れていた）。公施設法人の起涼は，第 4階級の政治の場への登場によって個々の国民の旗接的な

国家への統合が幻想となったこと等を背景として出された， 1856年の破棄院判決による承認であ

る。

では，この公施設法人とはどのようなものなのであろうか。オーリュウ •M (Hauriou, M.,) 

等の古典的定義によれば， 「公施設法人とは与えられた区域において 1つもしくはいくつかの特

別な公役務を管理する，法人格を与えられた公行政機構である」28)。但し， フラソスにおける国

家の干渉主義に基づく近年の公役務範囲の拡大により公施設法人の用いられる領域が拡大してお

り，ここから，公施設法人の種類，数の増加，公施設法人に関する法制度の分化がみられる29)0 

例えば，商工業的公役務についての公施設法人の適用がそれであり，フランス電力公社，商業会

議所は公施設法人である。こうしたことから，公施設法人の定義は曖昧になっており，コ｀ノセイ

ュ・デタもこれを認めている30)。但し，敢えて古典的定義によりつつ引用を試みるならば次の通

りとなる。コノワ• Rによれば，それは，第 1に，公役務を遂行する公の機関であり，第 2に，

法人格を付与されている機関，第 3は，その活動が特別の事業に限られている機関である81)0

ド・ローバデール (Andrede Laubadere)によれば，「公施設法人とは役務がある公的な機関に

よって管理される場合に，この公的な機関が法人格を付与されているので，ある範囲の自律性を

享有するという特徴を持つ公役務執行の一形態である」32)。また，ベノワ •F-P (Benoit, F-P,) 

によれば，公施設法人とは， 「国・県・市町村により決められた 1つの需要についての充足を公

役務の方法によって保障するとの任を負わされた公法人」33) である。

以上，様々みてきたが，このうち公施設法人にとって特に重要なのは国家（地方公共団体）と

は分離された 1つの法主体として別個の法人格を持つ事であり，さらに，それに由来する行政的，

財政的自律性をもつことである。前述したコノワも「完全に実現された行政的，財政的な自律性

を有する公施設法人がその通常の形式」34) であるとしている。 ここから， 公施設法人には， 国

（地方公共団体）の一般予算から分離された特別の予算が存在した。この特別の予算は贈与，借

入金，手数料等で構成され，不足の場合には補助金が支出されることがあった。

日本での類似組織としては， 日本国有鉄道， 日本専売公社， 日本電信電話公社，住宅金融公庫，

日本住宅公団等の公の財団法人がそれにあたる35)0 

4. 特徴ある公施設法人としての大学の検討

以上で明らかなとおり，フランスにおいてある機関が公施設法人であることの法理論的意味は，

行政的•財政的な自律性を有することである。これは，大学にとっても，大学の使命（研究，教

育）遂行実現の為の保障という， 19世紀末の改革のおりの法人格付与の意味でもあった。しかし，

そうした意味が，実際の大学運営において十分に保証されてきた訳ではない。特に， 1946年憲法

前文で公教育の無償原則が確認された後近年においては大学の財政的自律の危機が現出してきて

いる。ここにおいて，公施設法人としてのフランスの大学の検討はこういった一般的な公施設法
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人分析にとどまり得ない内容を持っている。つまり，そうした自律の危機に際して，自律を回復

する枠組として大学の特徴が強調され，設置形態に明文で規定されるという経過をフラソスの大

学がたどっている時において，そうした特徴を含めて検討すべきであるということである。そこ

で，以下ではそうした各々の時期の特徴ある規定及びその規定が導きえた自律性確保の状況につ

き，時系列的に整理し，分析する。

まず， 1968年改革以前の時期においては，フランスの大学は単に公施設法人とされていたにす

ぎない。そこでは，教育・研究面，教員の人事面は兎も角，財政面，その他の管理運営面につい

ては，国家から強いコントロール (controle)36) を受けていた。 それには，主として次の三つの

側面があったと考えられる。まず第一には，大学に関するほとんどの事項の最終決定権もしくは

承認権が公教育大臣の手にあったことである。第二には，それゆえに大学において，その教員で

構成される評議会37)などが，諮問機関的役割を与えられるにとどまったことである。そして，第

三に，ある大学の所在している大学区において，公教育大臣の権限を代行する行政官であった大

学区総長が，大学の学長 (president)を兼務して，その大学の管理運営にあたったことである。

これに関連してさらに重要なことは，この総長の資格要件が国家博士号を持っていることのみで

あり，当該大学の構成員である必要はないということである。その上，総長が，大学評議会の決

定に拘束されず独立性を持つことが認められていた38)。この問題については， 1892年 8月の元老

院での審議においても，ワロン (Wallon)が「新しい大学 (19世紀末の改革でできた大学のこと

一筆者註）をよく調べてみると，総長は行政官としての本質的性格を保持する」のであるから，

「大学区の長の名の下に大学が侵害されないため」に，総長が中世のように「大学において，総

裁 (chancelier) とよばれる長の下に集まり， 討議する権利を大学に委ねる」との修正提案をし

ている39)など，この総長＝学長制の問題が意識されていたことが明らかである。さらに財政面に

ついては予算作成過程，そして，運用・決算過程の両面から，国家の強いコントロールが行われ

ていた。まず予算作成過程においては，次の二つの方法によるコントロールが可能であった。一

つは公教育大臣の予算承認権を用いる方法であった。公教育大臣の承認がなければ予算を執行す

ることができず，また公教育大臣は，その予算の改定を命じることもできたのである。二つには，

公教育大臣が有する，国の支出金の配分権を用いる方法であった。つまり，公教育大臣は，この

支出金の増減により，大学の予算をコントロールすることができたのである。この方法によるコ

ントロールは年を経るごとに大学にとって強力なものとなっていった。というのは， 19世紀末の

改革時の1897年においては，全大学の予算財源の56％が大学固有の財源であった40)が， 1960年前

後においてはこの数字は大幅に下がってしまっていた41)。ここから，国による財政的保障の重要

性が増してきている。次に予算の運用・決算過程においては，財政当局による厳しい監督が存在

していた。かかるコントロールは，予算執行中にも行われ，時として非能率を招くとの批判を生

むほど強力なものであった。

このように， 1968年改革前までの大学は公施設法人との設置形態の内実を十分に法制度的に保

証されていない状況であり，中央集権的大学改革の必要性がしだいに自覚されていった。

次に， 1968年高等教育基本法による大学改革での状況を概観してみよう。ここでは， 「自己決

定を可能にする真の大学」42) の創設が唱われ，大学は，第 3条で「学術的・文化的性格 (carac-

tere scientifique et culture!) を持つ公施設法人」と規定された。いわば， 「機能と機関の形態
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の鋳直し」が図られたのである43)。高等教育基本法提案理由の中では大学は「国家によって配分

される予算額と公私からの固有財源を自由に使用する」44) とされ，公施設法人としての大学の自

律性保障の法的裏付けとされた。この「学術的・文化的性格を有する公施設法人」とは公施設法

人の新しい領域を構成するものであるとされ（国民議会文化・家庭・社会問題委員会への報告），

議会での議論の中では大学の法人格と財政自主権をより明確にする怠図でこの規定が為された旨，

当時のフォール国民教育相が説明している。こうした背尿には1966年11月に開催された学術研究

審議会主催の研究集会（通称カーン討論会）における次のような勧告がある。つまりそこでは，

大学も工業・商業的公施設法人 (etablissementpublic industriel et commercial) と同様の自

律性を持つ，科学・技術分野の公施設法人というべきものにすべきであるとの勧告が為されたの

である45)。工業・商業的公施設法人は，かつては私企業に任されていた工業，商業活動を目的と

したものであり，特に第 2次世界大戦後に数多く設立された。 フランス電力 (Electricitede 

France)，フランスガス (Gazde France) 等がそれにあたり，公役務を執行する機関ではある

が，その対外的活動については私法上の原則が適用されることになっている46)。こうしたことを

受け，高等教育基本法の提案理由には次のように述べられている。 「本案が組織する大学の構造

は，自治と参加という二つの原理を指導的精神とする」。そして，「大学諸制度の自治は，まず，

現行制度のもとで，自発性を麻痺させる傾向のある中央集権主義を改めることを目的とする」。さ

らに，「大学と教育・研究単位・・・・・・は，参加の原理に甚づいて自らの手で管理される」47)。これを

受けて，同法第11条，及び第12条では，①大学及び教育・研究単位につき，選出された評議会が，

高等教育基本法およびその施行令に基づいて，規則，内部組織を定めること，②選出された評議

会によって大学等が管理されること，そしてRその評議会が自らの中から選出する議長によって

大学等が統轄されることが規定されている。具体的には，第36条が大学等の施設の使用条件は，

各評議会の議事を経て定められ，各評議会の議長によって監督されることを規定している。この

うち，大学評議会議長については，学長を務めることになっており，学長と大学区総長の兼任禁

止規定（第17条）とあわせて，ここに，大学区総長＝学長制による国家の直接的な大学支配は解

消された。また財政面については，従来に比して大学は次の二つの謡味において財政自主権を享

受できることになった。まず第一は，予算については大学評談会が決定することになり，国民教

育大臣の承認権が廃止されたことである（但し，この予算については，均衡がとれ，公開されな

ければならないことになっている）。第二に，決算について， それが事後に行われることが法文

上に明記され，従来，予算執行上の監督が厳しすぎ，自主性を損ねるとの批判のあった点が解消

された。このことは，財政的自律を保障されている一般の公施設法人に関する会計原則からさら

に例外的に自律を保障された点である48)。しかし， ミノによれば，そのような「新しい」公施設

法人の規定についても，結果としては，あまり有効に慟かなかったとされている49)。というのは，

財政規則が実際の状況に不適応であり，細かい必要に応えられなかったことから，実際には財政

自治が組織されなかったゆえである。このことは，国家からの補助金の在り方という点について

の1968年法による改革の不十分性にも依っている。改革の途上では様々な改革案の中で，大学関

係者の組織による全大学関係予算の掌握とその配分権獲得ということがみられたが，抑圧よりは

自治を，とのそうした声に対し「大学は本質的に国家の経費によって機能するものであるが故に，

財政自主権は制限される」 （国民議会におけるジャン・カペル (JeanCapelle) の発言）50) との
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論理の下国家の予算配分権が維持された。

こうした事態に対し改善を図ったのが， 1980年に設置された大学財政問題検討委員会 (Y, フ

レヴィル委員長）である。そこでは， 「硬匝的」予算運用の見直し，予算運用にあたっての自治

と責任の確保を目標として審議が進められ，結論としては，大学が自らの活動の効率や費用につ

いて示さねばならない正確で客観的な情報の重要性が指摘された51)。が，その内容は，保守から

左翼連合政権という政治の流れの中でそのままの具体化は図られなかった。

新たに政権に就いた左翼連合政府は， しかし，この問題にやはり意欲的にとりくみ， 1968年高

等教育某本法に代わる新高等教育法 (1984年高等教育法）の中で次のように規定した。まず，大

学の設置形態につき，それを新たに「学術的・文化的・専門的性格を持つ公施設法人」とし，そ

の性格につき， 「法人格を持ち，教育的・学術的・行政的・財政的自治を持つ」と明文で規定し

たのである（第20条第 1項）。かっ，同条第 5項で，国の補助の在り方として，これまでの教員，

学生，職員等あたりの補助金から，相互契約に基づく補助金へと代えるとした。さらに，国の補

助のみに頼らない資産の多様化，そして，大学の支出の柔軟性の無さ，例えば大学が独自で常勤

教員を屈用することはできない，等の解消を理由として新高等教育法の制定過程では非営利社団

(association)設置の主張もあった。非営利社団とは，政治・宗教・学術・教育等のために，「 2

人または多数の者が，共同した継続的方式によって，知識または活動を利益分配以外の目的をも

って設定する協定である」 (1901年7月 1日付け法（非営利社団契約に関する法）第 1条）52)。こ

の要求は直接には入れられなかったが，高等教育法第20条第6項では，公益団体 (groupements

d'interet public) 設置の可能性が認められた。 これにより各大学は各種サービスの有償提供，

社会への技術，知識提供，業績の出版，市販を行うことにより自由な財源を得ることが可能にな

った。しかし， ミノの指摘のとおり， 「全ての領域における資産の多様化，増加は望ましい事で

ある。けれども国の貢献は依然として重要」である53)。大学の財源は，まず第 1に，全体的甚金

の形で大学へ寄せられる国の補助金，第 2に，学生・聴講生の登録料，第 3に贈与，基金，遺贈，

試験料，第 4に様々な地方団体，研究組織，他省庁からの財産寄附等であり，他に生涯教育等の

納付金，実習料，公私のセクターとの研究契約である。ところで， 1984年の国から大学への支出

金は18,603千フランであったが，このうち，大学の裁量範囲にない人件費，学生の厚生費等を除

いた3,171千フランは，大学財源の56.7％を占めている 54)。

1986年12月に廃案にはなったが1986年高等教育法案では，さらに新たな法的設匠形態として，

その第二条で「大学は，高等教育公施設法人 (etablissementpublic d'enseignement superieur) 

である。それは自治的である」55) と規定した。この規定は， 1986年法案で予定されていた，学生

の入学条件設定56)等の大学の自律性向上の為の諸施策に対応したものであった57)。財政的にも自

律性確保の為の法制度的整備をさらに進め，大学の財政自主性を向上させ，公施設法人としての

内実を保障させようとしていた。つまり 1981年まで95Fであったような低額の大学登録料に対し，

それを富裕層子弟の学費の公費負担であるとして， 大学登録料を大幅に引き上げ (450F1986年

9月）たのに続き， 1986年法案において登録料についての各大学の裁鼠の余地の拡大を図ろうと

したのである。具体的には，法案の第17条で，国民教育省の規定によって決定された最低額の 2

倍以内の範囲で各大学が登録料を決定することとしたのである。

以上みてきた通り，フランスの大学は近年公施設法人という設置形態の内実を充実させるべく
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様々な施策，立法を試みている。こうした試みは，現在よりより多くの学生を迎えようとしてい

るフランスの大学に， 1946年以来存する公役務としての教育を担う機関であることからのジレン

マ，つまり，大学の財政自主性は拡大したいが授業料は無償にせねばならないというジレンマの

解決を図ろうとしている面から注目に値する。

5. 公施設法人と大学構成員

最後に，公施設法人であるフランスの大学とその構成要素の関係を考察しておきたい58)。フラ

ンスの大学では1968年以来管理運営のほぼ全体にわたって学生の参加が認められてきた。このこ

とをもって，フランスでは学生が成員資格ある大学構成員としての位置を法的に承認され， ドイ

ツ法でいうところの「公法上の団体」として確認されたと把握されている場合も存するが，精神

的，運動論的には兎も角，法的には承認し難い議論である。 1968年以来，そして厚生面ではそれ

以前から続けられてきた学生参加は，公役務の利用者としての参加である。フランスでは個人と

行政との間に，個人が行政客体として登場する従属的関係の傍らで，役務の利用者 (usagerdu 

service)の資格で要求権を持つ関係が存在するのであり 59)，学生参加はまずこの範疇にあるも

のと考えられる。同時にそれは，教育的効果の観点から保障された参加である。これは， 1968年

高等教育基本法の提案理由において「大学は学生が在学中の時から既に，その運命に責任を持つ

ことを学ぶ為に『参加』に親しませることによって，その手助けをしてやることができる」60) と

されているごとくである。このような学生参加の性格規定を裏付けるのが，同法審議における学

生に関する発言，及び学生の大学における政治的権利の法規定である。国民議会においてはA,

サンギネッティ (AlexandreSanguinetti) のように「 5月危機は学生の政治的発育不全の爆発」

であり，大学において学生の政治的素義を育成することが必要である 61)とする学生を被教育者の

立場におく考えや， R, フォース (RogerFosse) のように「学生が政治に関心を持つのは当然

である。しかし，そのためには学生には，暇な時間と，政党，憲法により用意された団体がある。

もし部屋が必要ならば，大学以外の場所にそれはある」62) とする，学生を大学という施設の利用

者の立場におく考えが展開されていた。そして，こうしたもとで，フランス共産党などが要求し

ていた，大学内における学生の表現の自由は否決された63)。学生が学内において合法的に行使し

うるのは，情報交換が自由にできることを意味し，具体的には，大学の指定する場所への掲示物

のはり出しゃ，情報交換の為の教室使用の自由が与えられる「情報の自由 (liberted'informa-

tion)」にすぎない。

以上で明らかな通り，法的には学生は大学の構成員としてはとらえられず，少なくとも「公法

上の団体」的に公施設法人を把握することはできない。もちろん， ドイツ法の理論をそのままフ

ランスに適用することには無理があり，公施設法人の比較法的検討を詳細に展開する必要がある。

が，最低，次のことは指摘しておきたい。フランスにおいては，各構成員の権利・権限関係は独

自に各構成員と国家との関係において導かれるのであり，公施設法人と構成員論の間の関係は希

薄である。例えば， 1984年高等教育法における一部の規定について出された「教授の独立 (in-

depandance des professeurs)」の憲法規範性を認める憲法評議会の判決64)についても， その立

論は，国が大学に委任する公役務の性質との観点から為されたものである65)。
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6.まとめ

神谷昭氏は次のように言う。 「私には，このフランスの公施設（＝公施設法人，筆者註）のよ

うな自律的な法人による行政の管理の制度をもっと活用する余地があるように思われる。この制

度は，たとえば，従来から自治の機能を慣習法上強く認められている機関（たとえば，大学）や，

企業としても充分に成立し，その機関の経常収支で充分にその支出を賄いうるような永続的な組

織をもった機関（たとえば病院）の場合に最もよく妥当する余地があると考えられる」66) と。

フランスの大学にとって特徴ある公施設法人であることは，以上でも正確に指摘されていると

おり，慣習法上自治の機能を強く認められていることの制度的な保障を要求するという意味が最

も重要である。しかし，だからといって，ここから直ちに個々の大学の財政自主性の向上を引き

出し，さらに個々の大学の収入増を図れというのは本末転倒の感がある。大学はそもそも事業経

営体ではない。さらに，フランスの大学においては公教育の無償が原則であり， 「企業としても

充分に成立し，その機関の経常収入で充分にその支出を賄いうるような永続的な組織」は持ち難

い状況にある。但し，本稿でも紹介したとおり，公施設法人は「完全に実現された行政的・財政

的な自律性を有する」のが通常であり，また，財政的自律を伴わない行政的自律の保障には弱さ

が伴うことから，現代フランスの大学にとって財政的な自律性の向上は課題にならざるを得ない。

つまり，国家と各大学との個別的な補助，被補助の関係はどうしても国家有利のうちに展開する

からである。このことは，特徴ある公施設法人として，一般の公施設法人より強く自律性保障が

予定されている大学にとって重要なことである。これにつき近年展開されている諸施策・立法は，

「相互契約」の考えや「公益団体」の導入等によって改革を試みていることが注目に値する。そ

して，フランスの大学がその質を向上させ，かつ量的にも発展していく条件もここに存するので

ある。
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